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津波予測技術に関する勉強会 開催履歴 

 

第１回（通算第 19 回）勉強会（令和４年２月１４日開催） 

議題： 

１．本勉強会での検討課題について 

２．今般の噴火での気象庁の対応について 

３．今般の噴火で観測された気圧、潮位の変化について 

４．様々な現象に伴う潮位変化について 

５．火山噴火に伴う空振、津波について 

６．今般の噴火に関する調査結果について 

７．今回の議論のまとめ 

 

※議題５で委員のほか東京大学地震研究所 綿田辰吾准教授からも説明があった 

 

 

 

第２回（通算第 20 回）勉強会（令和４年３月１５日開催） 

議題： 

１．前回勉強会以降の調査結果について 

２．報告書案について 
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フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火により発生した潮位変化に関する報告書 

 

令和４年４月 

津波予測技術に関する勉強会 

 

１． はじめに 

令和４（2022）年１月 15 日 13 時頃（日本時間、以下同様）に、南太平洋トンガ諸島

のフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山で大規模な噴火が発生し、気象衛星「ひまわり」

による当初の観測では、噴煙高度は約 16,000m まで達した。その後、日本では、南東

から北西方向に伝播する気圧変化と、この変化直後からの潮位変化が観測された。 

今回の潮位変化は、津波の伝播速度から予想される到達時刻より数時間早く観測

するなど、通常の津波とは異なる性質を有していた（図１）。一方で、気象庁は、各地

で観測された大きな潮位変化に最大限の警戒を呼びかけるためには、津波警報・注

意報の枠組みを用いることが適切と考え、この潮位変化に対して、16 日 00 時 15 分

に奄美群島・トカラ列島に、02 時 54 分に岩手県に津波警報を発表した。この一連の

対応では、観測された時点では潮位変化のメカニズム等が明らかではなかったため

津波警報等の発表までに時間を要したことや、噴火発生から津波警報等の発表まで

の間の情報発信が不十分だったこと等の課題があった。 

気象庁では、これら課題を踏まえ、当面の対応として、海外で大規模噴火が発生し

た場合や、大規模噴火後に日本へ津波の伝わる経路上にある海外の潮位観測点で

潮位変化が観測された場合に、「遠地地震に関する情報」により、日本でも火山噴火

等に伴う潮位変化が観測される可能性がある旨を知らせることとし1、３月８日のマナ

ム火山（パプアニューギニア）の噴火の際にこの情報発表を行った。 

「津波予測技術に関する勉強会」は津波予測に関する技術的な知見に基づき、気

象庁の津波警報や津波注意報の高度化に係る意見交換等を行なうことを目的として

平成 19 年から開催されている勉強会であるが、今般の噴火を踏まえた火山噴火等

に伴う潮位変化に対する情報発信のあり方の議論に資するよう、今回の潮位変化が

どのようなメカニズムで発生したと考えられるのか検討を行った。本報告書は、引き続

き速やかに情報発信に関する検討に着手できるよう、現時点で明らかになっている知

見を集約し、噴火から２か月という短期間でとりまとめたものである。 

 

  

                                                   
1 令和４年２月８日気象庁報道発表「フンガ・トンガ－フンガ・ハアパイ火山の噴火によ

る潮位変化のメカニズム等の分析及び情報発信の強化について（当面の対応）」
https://www.jma.go.jp/jma/press/2202/08b/tonga-taiou.html 
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２． 今般の噴火で観測された気圧、潮位の変化 

１月 15 日 13 時頃、フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山で大規模な噴火が発生し

た。気象衛星「ひまわり」の水蒸気差分の画像（図２）を見ると、今般の大規模噴火に

より生じた空振と見られる気圧波がフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山付近から同心

円状に地球規模で伝播していく様子が認められた。この２枚の画像からは、この気圧

波が概ね 300m/s 程度と常温大気中の音速（約 340m/s）に近い速度で伝わったこと

が推測された。この気圧波は 15 日 20 時 40 分頃に本州付近に達しており、南東から

北西方向へ伝わった様子が認められた。なお、13 時 10 分にフンガ・トンガ-フンガ・ハ

アパイ火山付近から気圧波が 300m/s と 330m/s のそれぞれ速度で伝わったと仮定

した場合の到達時刻と実際の観測で気圧変化の始まった時刻を比較した（図３）とこ

ろ、南鳥島では 330m/s で伝わった場合の方が適切であるが、日本の太平洋沿岸で

は気圧波が伝わる時刻に比べ、実際の気圧変化は徐々に遅れていた。 

また、ほぼ同じ時間帯には日本国内で南東方向から北西方向へ気圧変化が観測

された。この変化は２hPa 程度で 20 時過ぎ頃から観測され、太平洋沿岸の潮位観測

点では、気圧変化から 30 分～１時間程度遅れて潮位変化が始まった（図４）。 

潮位変化はフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山から 70 ㎞程度離れているヌクアロ

ファ（トンガ）では 80 ㎝を超える変化が観測された。その後、フンガ・トンガ-フンガ・ハ

アパイ火山から日本に至る経路上の潮位観測点では比較的小さな潮位変化だった

が（図５）、日本の太平洋沿岸における潮位変化の最大の高さは高いところで１m を

超え、日本海沿岸でも微小な潮位変化が観測された（図６）。世界に目を向けると、日

本と同様に１m を超える潮位変化が太平洋沿岸で観測され、微小な潮位変化がカリ

ブ海やメキシコ湾、地中海等でも観測された。 

これらの潮位変化について、フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山を波源域とした津

波の伝播計算2による到達予想時刻と実際に観測された潮位変化の開始時刻を比較

したところ、東北地方から東海地方にかけては、到達予想時刻より３時間から３時間

30 分程度、四国地方から沖縄地方にかけては、３時間 30 分から４時間程度早く潮位

変化が観測された（図１、図７）。 

防災科学技術研究所の日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の水圧計でも20時

台に南から北へ向かう押し波に相当する水圧変化をとらえ始め、22 時以降にも南か

ら北に波群が続けて伝播する様子を観測した（図８）。また、17 日 9 時頃に気圧波が

地球を一回りしてきたところに対応する水圧変化もとらえられた。なお、S-net の観測

においては、沿岸に近いほど水圧変化の振幅が大きい傾向があった。 

 

気圧変化後に発生した潮位変化について波形解析を行ったところ、例えば、奄美

                                                   
2 津波の伝播速度が√gh（g:重力加速度、h:水深)となる関係を用いて求めたもの。以下、

本報告書では津波の伝播速度は同様の手法で求めている。 
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では、最大の高さを生じ始める前後に周期の違いが認められ、前半若干周期が短く

なっていた（図９の矢印部分および円で囲った部分が、最大波の前の短周期部分）。

また、今回の噴火で潮位変化が観測された全国の潮位観測点について潮位変化の

最大の高さが観測されたときの周期と港湾の固有周期を比較したところ、概ね一致し

た（図 10）。 

太平洋沿岸の潮位観測点で潮位変化の立ち上がり部分が約 60 分程度の周期と

なっており、最大の高さを観測した際の周期よりも長いという特徴があった（図 11）。 

また、１週間分の潮位変化を平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震と 2010

年２月 27 日のチリ中部沿岸の地震の時と比較したところ、いずれの場合も、１週間経

過しても潮位変化が始まる前の水準まで落ち着いてはいなかった（図 12）。 

 

今回の潮位変化に伴い、漁具・養殖施設、養殖魚類等の被害（１月 21 日農林水産

大臣記者会見）や、高知県、徳島県、三重県、宮城県における約 30 隻の転覆・沈没

（１月 17 日 07 時 30 分国土交通省災害情報）等、通常の津波で生じるのと同様に流

速が原因だと考えられる被害が発生した。 

 

これらの観測事実と次節の既存の潮位変化に関する知見を踏まえて、第４節で、

今般の潮位変化のメカニズムについて、検討を行った。 

 

 

３． 様々な現象に伴う潮位変化 

災害をもたらす潮位変化3には高潮、津波、副振動等があり、これらはそれぞれ異

なるメカニズムにより発生する（図 13）。 

このうち副振動は、地震時の津波や潮汐等原因のはっきりした潮位変化（主振動）

と対比した用語として、様々な要因によって港湾や海峡などで起こる海面の副次的な

振動現象をいう。副振動のうち、気圧擾乱のプラウドマン共鳴等によって作られた通

常の津波と同程度の周期を持つ振動を、現象の類似性から、学術分野では近年

meteotsunami と 呼 ぶ よ う に な っ て き て い る （ Rabinobich and Monserrat, 1998; 

Monserrat et al., 2006; Vilibic et al., 2008; NOAA, 2015; Pattiaratchi, 2019）。日本語で

は、meteotsunami の直訳である「気象津波」という言葉が使われる（田中, 2020）。本

報告書でも、この現象を「気象津波」と呼ぶこととする。 

 気象津波という言葉が成立する以前から、この現象が見られる世界各地で固有の

呼び名があり(Monserrat et al., 2006）、例えば、日本の長崎の「あびき」、スペインやク

ロアチアの「rissaga」、イタリアの「marubbio」等がある。また、古くは、高潮のことを気

                                                   
3 様々な原因による海水面の水位の変化のうち周期の短い波浪等を除いたものを、本報告

書では潮位変化と呼ぶ。 
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象津波や風津波、暴風津波と呼んでいたこともある（宮崎, 2003）。 

台風など強い気象擾乱に伴う気圧の低下と暴風のため、海面が異常に上昇する

現象である高潮では、外力との静力学なバランスから気圧変化量と潮位変化量は近

似的に静力学平衡が成り立ち、気圧変化量と潮位変化量は比例関係にあるとみなさ

れ、１hPa の気圧低下によって、約１cm の潮位変化が生じる。一方、気象津波はプラ

ウドマン共鳴  (Proudman,1929)により、気圧変化の移動速度と海洋波の位相速度が

近いと同一波面に気圧の水平傾度による仕事が与えられ続け、潮位の振幅が大きく

なる。この条件を満たす条件下では、気圧低下による潮位変化が気圧変化量以上に

大きくなる特徴がある。 

 

気圧の変化をもたらす現象としては、低気圧や前線の移動のような現象のほか、

波として気圧変化が伝播する現象として、大気の弾性的性質により伝播する音波（音

速：常温で 340m/s 程度）、大気と地面や海面との境界に捕捉されて伝播する大気境

界波（ラム波とも呼ばれる、300m/s 程度）、重力を復元力とする大気重力波、衝撃波

等が存在する。ラム波は分散しにくい性質を持ち、伝播していく過程で波が散逸しづ

らく、結果的に観測しやすい。一方、大気重力波は、分散性があり、周期によって位

相速度が異なるため、伝播していく過程で波が散逸していき、観測で捉えにくいという

違いがある。 

 

また、図 13 では、地震・火山活動を外力とする潮位変化を「津波」と整理している

が、火山活動に関連する津波等（Paris et al.は「火山性津波」と呼んでいる）は、海底

噴火、火砕流、地震、山腹崩壊、カルデラ沈降、大気波、泥流等の様々な波源メカニ

ズムで発生する（図 14）。 

同論文では、1550～2007 年に東南アジアの火山で発生した「火山性津波」40 事例

について、波源メカニズムごとに、「火山性津波」の経験的な到達距離を整理しており、

数千 km もの遠方まで到達したことが知られている波源メカニズムは、山腹崩壊と大

気波であるとしている（図 15）。ここで言う大気波は、前述の気象津波に相当する現象

を指している。 

 

 

４． 今般の現象の発生メカニズム 

４－１．各委員から報告された解析結果等 

〇プラウドマン共鳴の可能性を探ったところ音速を340m/s とした場合、対応する浅水

長波の外部重力波の位相速度を与える水深は 11,796m であるため、実際の気圧

変化の伝播速度はもう少し遅い可能性がある。気圧変化の立ち上がりの伝播速

度はほぼ一定で音速（340m/s）から 320m/s 程度である一方、観測された気圧の
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極大・極小および気圧変化の中心の移動速度は、発生源近傍では 200m/s 前後

だが、日本付近では 300m/s 程度と見積もられ（図 16）、距離によって異なっている

ように見えるが、この速度の範囲だとプラウドマン共鳴は起きやすいといえる（実

際の速度については観測に基づく更なる評価が必要である）。 

観測された気圧変化と到達時刻を模して数値計算を行ったところ、総じて観測

に近い時刻に潮位振動が発生し、振動が継続することが確かめられた。ただし、

潮位振幅は最大振幅に比べて過小であるなど課題が残っている。潮位の最大振

幅、気圧変化の移動状況について更なる調査が必要である。 

〇気圧波による潮位変化の到達時刻は大気海洋結合系における基本重力モード

(GR0：Harkrider and Press (1967))の伝播速度 312m/s に基づいて算出した到達時

刻とよく一致した。火山近傍を波源域とする通常の津波を想定して数値シミュレー

ションを行い、太平洋での DART ブイの観測値と比較を行ったところ、他の領域が

観測とシミュレーションで潮位変化が同程度の大きさであったのと比べ、南米方面

では観測と比べシミュレーションの方が小さくなる傾向があった（図 17）。このことは、

波源に強い方向性（指向性）があったことを示唆しており、火山噴火に伴う潮位変

化の予測には強い方向性（指向性）があることを考慮する必要がある。 

〇噴火から各観測点で気圧変化が観測されるまでの時間差から気圧変化の伝播速

度を求めると、日本国内では北方ほど遅い傾向がある（図 18 上）。この時の風の

場は例えば 500hPa 面では、場所によってはトンガ方向の視線速度が 30m/s 以上

あり（図 18 下）、この影響を受けて、気圧波の速度が落ちていた可能性がある。こ

のため、季節による風の影響も考える必要があり、気象モデルを使った検証が必

要。また、海溝の走向と海洋波の進行方向との関係によっても増幅度が異なる点

にも注意が必要。 

〇海底水圧計での観測は、潮位変化だけではなく大気圧の変化も含まれているため、

海面変位による海底への荷重に大気圧変化を加えて海底水圧計の記録を計算す

るべきである。気圧波によって海面の隆起が 300m/s の伝播速度で強制的に太平

洋を伝播することをシミュレーションで再現できる。その際、海水の総体積を保存

するために必然的に海面の沈降が発生する。この海面の沈降は、重力によって崩

れるために津波の伝播速度（約 200m/s）で伝わる。強制的に伝播する海面変位は、

海底地形や島によって散乱し、後続波（津波）を生み出す（図 19）。海面変位の再

現のためには、気圧波（ラム波と大気重力波）のモデリングが必要である。300m/s

程度で伝わるラム波の励起・伝播はおおよそモデル化できている。しかし、大気重

力波（約 200m/s）の励起量や伝播過程の理解は不十分である。そのため、沿岸や

湾での増幅前の沖合における潮位変化を予測することさえ容易ではないのが現

状。 

〇日本の潮位観測点での観測記録と、フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山を波源と
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してラム波で伝わる圧力変化による潮位変化のシミュレーション結果を比較すると、

潮位変化が始まる時刻は、観測とシミュレーションがほぼ一致したが、通常の津波

の伝播速度とした場合の到達時刻より早くなった。津波の到達予想時刻よりも前

に最大波が観測されているので、気圧変化に伴う強制振動によって励起された波

による副振動などが影響しているのかもしれない。 

〇気圧波の伝播速度と水深から求められる津波の伝播速度がある程度近ければ、

完全には一致していなくても両者の相互作用によって潮位変化の増幅は可能であ

る。特に、この状態が広い海洋を伝わる間、長く維持されれば、大きく増幅されうる。

高速伝播した大気圧のもと生じる強制海洋波とそれ以外の自由伝播海洋波とを区

別し、後者について特性曲線法を用いた検証が必要である。 

 

４－２．その他の解析結果等 

公表されている解析結果等を以下にとりまとめた。 

〇日本で観測された潮位変化の起源について 

日本で観測された潮位変化は、最初に、火山噴火に伴って発生したラム波が伝わ

ってきたことにより、日本付近で潮位変化を生じさせた。一方、最大潮位変化の原因

は複数ある。例えば、日本への経路上を伝わっていく段階で生じたプラウドマン共鳴

による潮位変化が伝わってきたもの、日本への経路上でラム波に置いていかれた潮

位変化が津波の伝播速度で伝わってきたもの、火山周辺で噴火によって生じた潮位

変化が津波の伝播速度で伝播してきたもの、地球を周回したラム波によって生じたも

の、と整理される。しかし、最大潮位変化を引きおこす主要因の特定もしくは各要因

の定量的貢献度の見積もりには至っていない（Kubota et al.,2022）。 

 

〇数値計算モデルを用いた潮位変化の再現の試みについて 

火山噴火に伴う簡略化した海面変動による津波を想定し、フンガ・トンガ-フンガ・ハ

アパイ火山の周辺地域および日本までの太平洋域での数値解析を行った。トンガ周

辺では、２m を超える津波が推定された。また、その周辺のポリネシア・メラニシア諸

島周辺では１m 前後の津波が推定された。気圧変化に伴う潮位変化は考慮していな

いため、数値解析結果と検潮記録との差が気圧変化による潮位変化と推定され、ポ

リネシア周辺ではその差は小さいが、日本周辺では気圧変化に伴う潮位変化が顕著

である。数値解析によれば、気圧変化による潮位変化後に、噴火に伴う通常の津波

が到達している。また、南本州海嶺による導波作用の可能性も示唆されている

（Pakoksung et al.,2022）。 
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〇南本州海嶺による津波導波特性について4 

線形長波理論に基づいて海嶺上を伝播する津波の挙動特性を表す理論解を求め、

海嶺の津波導波特性を入射条件と地形スケールとの関連で検討した結果、 

・海嶺に斜めに入射した津波の透過率と反射率は、海嶺の幅と入射波波長の比、及

び入射角に大きく依存し、海嶺の幅に対し入射波の波長が短い場合には、入射波

の大部分が海嶺を透過する。 

・津波の入射方向が海嶺に対し平行に近く、透過側の水深が入射側のそれに対し等

しい場合には、入射波の波長により海嶺上に励起される波動の形態は大きく異なり、

透過側の水深が入射側よりも深い場合には、伝播モードとエヴァネセントモードとい

う２通りの伝播パターンが存在し、エヴァネセントモードにおいては、海嶺上には重

複波が形成される。 

・1996 年イリアン・ジャヤ地震津波における南本州海嶺への影響について、この理論

を適用した結果、この海嶺に平行に近い角度で入射した津波のうち、15～20 分周期

および５～10 分周期の波数成分が増幅されることがわかった。特に５～10 分周期

の成分は、南本州海嶺に捕らえられた津波が周辺の島弧における津波の共振の引

き金になり得るものである。（越村・今村・首藤,1999） 

 

今般の噴火に伴う潮位変化は、マリアナ海溝に沿って海嶺が走っていて、この海

嶺が導波管となって屈折を繰り返し、日本への潮位変化に影響を及ぼしている可能

性がある。 

 

〇海底観測網データを用いた沿岸潮位変化の予測可能性の検討について 

東日本太平洋沿岸で観測された 1m を超える潮位変化の予測可能性を検討するた

め、S-net 水圧計観測データに対し津波データ同化手法（Maeda et al., 2015）を適用し

て得られた東日本太平洋沖の水位分布を初期値とした予測計算を実施した。最大高

さ 1.1m が観測された岩手県久慈港を対象として、初期水位分布の時刻を連続的に

変化させて評価を行い、50cm 以上の潮位変化があることは 15 日 21 時台に、１m 以

上の潮位変化があることも、23 時までには予測できる可能性が示された。海底水圧

計データの変動は厳密には水圧変動（水位変動）と大気圧の変動の両方が含まれて

いること、予測計算を格子サイズが粗めの線形計算で行っていることなど、更なる検

討の余地はあるが、今般のような気圧波に伴う潮位変化の予測に対し、海底観測網

データが効果を発揮する可能性が示された（近貞・鈴木, 2022）。 

 

 

                                                   
4 今回の事象に関する研究成果ではないが、本論文と同様の現象が今回も発生した可能性

があるので、ここで取り上げた。 



 

- 11 - 
 

４－３．潮位変化が発生した全体像 

今般の潮位変化は、概ね以下のようなメカニズムで発生したと考えられるが、基礎

的な検討によるものであり、さらなる調査・研究が必要である。 

フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火によって大気擾乱が発生し、これが気

圧波として伝播した（図２）。このうち最も速度が速い気圧波は約 300m/s の速度で伝

わったこと（図３）からラム波と考えられ、これに伴う潮位変化が日本では最初に発生

したと考えられる。この速度で伝わる気圧変化と同じ位相速度の潮位変化によりプラ

ウドマン共鳴で高い潮位変化が励起されるためには 10,000m 近い水深が必要となる

が、今回の伝播経路においてそのような領域はごく限られる。一方、10,000m に満た

ない水深でも両者の相互作用によって潮位変化の増幅は可能であり、特に、この状

態が日本に至るまでの広い海洋を伝わる間、長く維持されれば、大きく増幅されうる。

そのため、今回の事例で、ラム波とのプラウドマン共鳴による潮位変化の増幅効果が

どの程度だったかは、今後の調査が必要である。 

また、大気重力波の到達を示す気圧変化は、気象庁における日本での気圧データ

からは、はっきりしない（図７）。大気重力波の分散性（周期により位相速度が異なる）

も考慮し、今回の潮位変化に大気重力波がどの程度寄与したかについて、今後、詳

細に分析する必要がある。観測された潮位変化の周期が湾の固有周期に近かったこ

とから、最大の高さとなった際の潮位変化の原因は大気重力波のような外力ではなく、

気圧波によって生じた潮位変化が地形等の影響によって増幅された可能性も高い。

トンガと日本の間の典型的な水深を 5,000m とすれば、効果的にプラウドマン共鳴す

る位相速度は 220m/s 程度となる。 

実際には、伝播する気圧波（ラム波、大気重力波）のほか、４－１節や４－２節にあ

るような様々な影響も受けた上で、複合的な要因により、最大で１mを超える大きな潮

位変化が発生した可能性が考えられる。 

フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山周辺では噴火に伴う、気圧波によらない潮位

変化も発生しているが、太平洋広域を顕著に伝播した様子は観測されていない（図

５）。そのため、日本における潮位変化の主要因とは考えにくいが、海洋長波として伝

播している中で、プラウドマン共鳴により維持・増幅された可能性もないとは言えず、

噴火により直接引き起こされた潮位変化の状況についても更なる調査が求められる。 

 

 

５． 同様の現象の予測可能性 

今般の潮位変化の発生には前述のように大気中の気圧変化が関係していると考

えられるが、そのメカニズムは現時点では十分に解明されていない。一方、今般の大

気中の気圧変化は大規模な噴火によりもたらされたものであり、大規模な噴火が発

生した場合に今般のような潮位変化が発生する可能性があると見なし、その旨を周
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知することは一定の合理性があると考えられる。ただし、今般のような大気中の気圧

変化を発生させる噴火の基準を明確にすることは困難であることに留意する必要が

ある。 

これまでの火山学の研究では、火山の噴火様式や噴火の規模と空振との間には

全体として相関関係が見られるものの、個々のばらつきが大きいことが分かっており、

例えば噴煙高度のような観測しやすい現象から、噴火により発生する大気中の気圧

変化を定量的に予測することは困難である。 

気象庁では本年２月から、当面の措置として、噴煙が海抜 50,000 フィート（約

15,000m）に達した噴火を大規模噴火とみなし今般と同様の潮位変化を発生させる可

能性がある旨の情報発表を行う運用を行っているが、この基準をより妥当なものとし

ていくにあたっては、前述の点に留意しつつ、海外の火山の活動をどのように監視す

ることが可能かも踏まえ、検討していく必要がある。 

また、海外で観測された気圧変化量や、潮位変化量から日本沿岸での潮位変化

の大きさを定量的に予測することも、詳細なメカニズムが判明していない現時点にお

いては困難である。そのような中でも、海外での気圧変化、潮位変化の観測結果から、

日本沿岸でも潮位変化の発生する可能性があると判断することは可能であると考え

られる。 

この際、潮位変化が発生する時刻については、伝播経路中の気温や、偏西風等の

風の状況等にも依存すると考えられ、詳細な予測をすることは現時点では難しいため、

ラム波の典型的な伝播速度を仮定して、最も早く到達した場合の時刻を予測するの

が一つの方法である。 

このように、現時点でシミュレーションによる予測は難しいため、海外の潮位観測点

や沖合水圧計、DART ブイ等により日本に接近する潮位変化を監視することが重要

である。 

 

前節のように、気圧波と深い水深の海洋がプラウドマン共鳴したと考えると、同様

の現象の発生に特に注意が必要なのは、日本列島との間に太平洋が存在する環太

平洋の火山である。噴火の規模によっては、アフリカやヨーロッパの火山であっても、

地球の反対側から伝播した気圧波が太平洋を通過してくる際に、潮位変化を励起さ

せる可能性はあるが、この場合は、日本へ影響が及ぶ前に、世界中で気圧変化や潮

位変化が観測されると考えられ、これらの観測結果に応じた日本国内への注意喚起

が可能と考えられる。 

 

 

６． 今後の課題 

本報告書は、現時点で明らかになってきた事項をとりまとめたものであり、引き続き、
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今回の現象の観測結果に関する丁寧な分析と、これら観測事実に基づくメカニズム

の全容解明が、学術的な観点からも、また、今後の同様の現象に対する防災対応を

推進する上でも重要である。このことは、大気波以外の波源メカニズムによる「火山

性津波」（図 14）についても同様である。今後調査すべき課題の一つとして、今回の現

象が通常の津波と同様に波長が長い波なのかは、陸上に到達した後の被害の発生

に影響するため防災上重要である。 

 

一方、これらメカニズムが解明される前であっても、現時点で明らかになっているメ

カニズムに関する知見を活用し、今後、大規模な噴火が発生した際に、速やかに適

切な情報を国民に提供することも重要である。 

例えば、典型的なラム波の速度と、気圧変化から潮位変化までの時間差（今回の

事象では 30 分～１時間程度）を考慮することで、潮位変化の開始時刻をある程度予

測することが可能であると考えられる。こうして求めた潮位変化の開始時刻を、海外

で大規模噴火が発生した後、速やかに発表することが防災対応に活用できる可能性

がある。 

 

さらに、中長期的には、大規模噴火が発生した際の気圧波により励起された潮位

変化の最大振幅の大きさ等、日本沿岸の潮位変化を定量的に予測することが課題で

ある。そのためには、まずは、大気重力波等の気圧波が潮位変化を励起するメカニ

ズムの解明が必須である。その上で大気中の風の場の影響や海洋中の精緻な海底

地形の考慮、データ同化等の解析技術の高度化も重要である。今回の事例で得られ

た観測データを活用したメカニズムの解明が望まれる。 

これら課題は、大気、海洋、火山、津波の各分野にまたがる研究テーマであり、分

野間の連携が必須である。 

 

 

７． おわりに 

津波予測技術に関する勉強会では、今後の情報発信の検討に資するよう、今般の

フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火に伴う潮位変化の発生メカニズムについ

て、現時点で明らかになってきたことを整理し、本報告書としてとりまとめた。今後は、

大学、研究機関等による今般の噴火に伴う潮位変化に関する調査・研究成果を取り

込みながら、本勉強会としても、引き続き、気象庁の情報発信の改善につながる検討

を行っていく。 
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図表集
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図１ フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山を波源として13時10
分に津波が発生したと仮定して計算した場合の津波到
達予想時刻と、実際に潮位変化が始まった時刻の差

■到達予想時刻と潮位変化の始まった時刻との時間差
（到達予想時刻―潮位変化の始まった時刻）

数値が大きいほど到達予想時刻より早く潮位変化を観測したことを示す。

時間差（分）

■津波伝播計算による到達予想時刻
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1月15日14：00(JST)

1月15日20：40(JST)

図２ 気象衛星「ひまわり」で観測された空振（噴火直後と日
本付近通過時）

ひまわり８号が10分毎に観測したフルディスク画像のうち、対流圏上中層の水蒸気に感度のあるバンド10の画像の

輝度温度を時間方向に２階微分（輝度温度の極小、極大を表す）して作成した画像を動画にしたもの。階調は白が
大（2.0K）、黒が小（-2.0K）。
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300m/sで伝わった場合 330m/sで伝わった場合

4～5時間後 4～5時間後

6～7時間後 6～7時間後

図３ フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山から伝わった気圧波
の伝播速度と気圧変化の始まり

：気圧波の波面
：気圧観測点
：気圧変化の始まり
例えば、「6～7時間後」の図では噴火後、6～7時間後に気圧変化が始
まったことを示す。他図も同様。この際、噴火の発生を13:10と仮定した。
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■潮位変化と気圧変化の始まった時刻の時間差
（潮位変化の始まった時刻―気圧変化の始まった時刻）

時間（分）

図４ 潮位観測点における潮位変化の始まった時刻と近隣
の気圧観測点での気圧変化の始まった時刻の差

数値が大きいほど気圧変化
から潮位変化まで時間がか
かっていることを示す。



ヌクアロファ
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フォンガファレ

ナウル
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父島
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ヌクアロファ
（トンガ）

スバ
（フィジー）

フォンガファレ
（ツバル）

ナウル
（ナウル）

チューク
（ミクロネシア）

サイパン
（米国北マリアナ諸島）

父島

（日本時間）

1m

：フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山

図５ トンガから日本への経路上にある潮位観測点で観測さ
れた潮位変化
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■国内で観測された潮位変化の最大の高さ

■海外で観測された潮位変化の最大の高さ

▲印はフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の位置を示す
※海外の潮位観測点の観測値は米国海洋大気庁（NOAA）に
よる（2022年２月14日現在）

図６ 潮位観測点で観測された潮位変化の最大の高さ

潮
位
変
化
の
高
さ

（ｃｍ）

潮
位
変
化
の
高
さ

（ｃｍ）
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図７ 父島と奄美での潮位変化と気圧変化

：到達予想時刻

奄美

上段：潮位偏差(cm)
（観測潮位－天文潮位）

下段：気圧(hPa)

潮位変化と気圧変化の時系列表示（1月15日18:00～16日06:00）

父島

：潮位変化開始時刻

：気圧変化開始時刻

※時刻の求め方
は本文参照
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図８ S-netで観測された水圧変動
（鈴木委員提供資料）
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図９ 奄美で観測された潮位変化とそのスペクトル解析

奄美

15:00                       0:00                          9:001月15日 1月16日

あ
あ

周期

短

長

8分

16分

潮位変化の最大の高さが観測された際の周期は12分
奄美の固有周期は17分

4分

2分



差分の最小値:-41分
最大値：65分 時間（分）
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■固有周期と最大の高さでの周期との比較
（固有周期―最大の高さでの周期）

図10 潮位変化の最大の高さでの周期と、潮位観測点があ
る港湾の固有周期の比較



：津波の伝播計算（√gh）による到達予想時刻
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花咲

内浦

御前崎 大洗

小名浜宮古

油津

図11 特徴ある潮位変化の立ち上がり部分

図12 1週間分の潮位変化の時系列表示
(1段目は2022年1月15日から1週間分の気圧の時系列表示）

：気圧波の速度を330m/sとした場合の到達時刻

御前崎 奄美

父島釧路

１段：2022年気圧
２段：2022年潮位
３段：2011年潮位
４段：2010年潮位

縦軸：hPa、cm

：日本で気圧変化が
観測された時刻

釧路

※13:10に気圧波、津波が火山から放出されたと仮定して計算
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第1表 潮位名称の分類

名称と分類 主な外力

現象が
規則的

天文潮 天文（起潮力）

現象が
不定期

成因が明確 （主動）

高潮
気象

（気圧・風）

津波
地殻変動

（地震・火山活動）

成因が不明確

異常潮

（副次的）
振動

副振動
セイシュ

気象津波
プラウドマン共鳴

（気圧）

自由振動
慣性振動

共鳴
（固有周期）

強制振動
反復共鳴

（波浪・気圧等）

定常的

異常潮位
密度・海流等

高野(2014)、新用語解説 気象津波（ Meteo-tsunami ）、 「天気」61巻6号 より引用

図13 様々な外力による潮位変化
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波源メカニズム*1

Source mechanism

「火山性津波」の波源
となりうる位置

第一波の到達時*2 分類*3

火山と関係がない場
所の類似メカニズム
でも原因になりうる
か？*4

噴火を伴わない
火山の活動でも
原因になりうる
か？*4

海底火山以外の
火山でも原因に
なりうるか？*4

海底噴火
Underwater explosion

海底火口の直上 津波の到達時 津波

火砕流
Pyroclastic flow

火砕流の到達する海
域付近

津波の到達時 津波 〇

地震*5

Earthquake
海底下の震央直上*5 津波の到達時*5 津波*5 〇 〇 〇

山腹崩壊
Flank failure

崩壊物の到達域 津波の到達時 津波 〇 〇 〇

カルデラ沈降
Caldera subsidence

海底カルデラ直上 津波の到達時 津波 〇

大気波*6

Air wave

深海域で大気波と海
洋波の共鳴が起きる
箇所*6

共鳴箇所からの津波
の到達時のうち最も
早いもの*6

気象津波*6 〇 〇

泥流
Lahar

泥流が到達する河口
等の付近

津波の到達時 津波 〇 〇 〇

*1 Paris et al.(2014)による”Volcanic tsunami”について、同論文による波源メカニズムで分類による
*2 この列で言う津波は、海域の波源から海域のみを経路とし、長波として伝播する海水位変動を指す
*3 UNESCO/IOC(2019)の用語集で用いられている用語、Tsunami(津波)、Meteorological tsunami (meteotsunami)(気象津波)、Seiche(セイシュ)に分けた場

合の分類
*4 過去事例の有無ではなく、メカニズムを考慮して判断したもの
*5,6 このほかに、閉鎖性水域に到達する地震波(*5)や大気波(*6)によって励起される水位変動（セイシュ）が起きることも考えられる

波源メカニズム
Source mechanisms

比率
(%)

波源の体積
(km3)

流束
(km3/s)

海岸での波高
(m)

到達距離
(km)

海底噴火
Underwater explosion 25 <1 <1 <10 <  200

火砕流
Pyroclastic flow 20 1-200 10-4～-1 <30 <  300

地震*1

Earthquake
<20 <15 <  500

山腹崩壊
Flank failure 15 1-500 10-4～-3 <100? <6000

カルデラ沈降
Caldera subsidence 10 1-100 10-3～-1 <20 <  200

大気波
Air wave

5 < 3 >1000

泥流
Lahar < 5 <1 <10-4 < 3 <   10

「火山性津波」（Paris et al.(2014)による”Volcanic Tsunami”のうち右表のもの）について、同論文による波源メカニズムごとに、東南アジア
の火山で火山性津波のあった1550～2007年の40事例について考察されたものから転記．個々の値は過去の論文・カタログによる値をもと

に決められているが、個別の数値の根拠まではParisらの論文には示されていない．

*1 地震に伴う山腹崩壊による津波事例もあるが、それは山腹崩壊に含められている

図15 波源メカニズムによる「火山性津波」の性質の違い

図14 波源メカニズムによる「火山性津波」の発生条件の違い
（林委員提供資料）
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• 気圧変化の各時刻を求め、到達速度を算出

立ち上がり（head）はほぼ一定で、340m/s～320m/s程度へ緩やかに減少

気圧の極大・極小及び気圧変化中心の速度は、距離に応じて増大
（250m/s～300m/s）
速度250m/sから300m/sは、共鳴を起こしやすい値と言える

距離・時刻の起点
噴火発生日時： 1月15 日13 時頃（04:15UTC）
地点：緯度20.55S、経度175.385W

図16 観測された気圧変化の伝播速度
（高野委員提供資料）
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図17 火山近傍を波源域とする通常の津波を想定した
数値シミュレーション結果

（髙川委員提供資料）
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図18 気圧変化の伝播速度と上層風場

（田中委員提供資料）
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図19 海底地形・島による津波散乱効果

（齊藤委員提供資料）


